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交通安全問題をめぐる事態の 2 つの進展 
―組織内処分と交通安全致死傷罪にまつわる新法―   
尾形隆彰 
 
 これまで研究プロジェクト報告で、数回にわたり交通安全関連に関する社会学的分析を
行って来た①。ところがこの間、先に指摘した諸事情にかなり大きな変化があったので、
２点にわたって調査・分析した筆者の見解をここに述べさせて頂く。 
その２点とは、１、飲酒運転防止のための経営体（企業や自治体組織）における処分規
定と、その処分が行われた場合に生じる結果に関するもの。２、昨年（2013 年）暮れに成
立した、「自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律」（「自動車運転死
傷行為処罰法あるいは一部マスコミ等にはその成立の経緯より「準危険運転致死傷罪」と
も呼ばれている）の適用範囲に関するものである。後者についての論点は多岐にわたって
いるが、本論で問題にしたいのは、飲酒そのものよりは「精神障害」や「運転に支障の出
る恐れのある疾病」の適応範囲や、そうした疾病に使用される「薬（物）」への適応可能性
について、筆者成りの疑問について述べるものとしたい。 
 
１ 飲酒運転行為に対する、経営体組織（今回は自治体組織に限定）の処分の妥当性 
  
企業や自治体等の経営体が、従業員を採用する際に交わされる「就業規則」「社是、社訓、
従業員心得」のようなものあることは誰でも知っており、就職時にその明文を遵守すると
署名した以上、かなりの拘束力を発揮することも知られている。しかし本来「就業規則」
というもの拘束力は、事業所における労働諸条件や服務規定等に限定されるはずのもので
あり、労働法上あるいは憲法上の範囲を超えてまで従業員を制約出来るものではないこと
も確かである。たとえば多くの企業には、職場を円滑に運営するためには職場秩序の維持
が欠かせないとして、従業員が守るべきルールとして就業規則に服務規律を定めているこ
とがある。そしてこの規律を守らなかった場合に，組織体として制裁罰としての懲戒処分
を行うことがなされる。 
 その対象となる行為には，次のようなものがある。 
・上司に対する反抗（業務命令に従わない，協力しない） 
 ・無断での欠席・遅刻・早退（職場離脱） 
 ・出退勤時刻（タイムレコーダー）のごまかし 
 ・二重就職 
 ・経歴詐称 
 ・機密漏洩 
 ・会社の名誉・信用を毀損する行為 
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 ・備品の私物化（公私混同） 
 ・風紀紊乱，セクシュアル・ハラスメント 
 ・暴力行為 など 
筆者は法学が専門でないので、処分に関する実際の法律や紛争の実情についてはよく分
からない。とはいっても、明確に顧客をだましたとか、痴漢をしたとかいった場合に、「組
織の名誉を傷つけた」ということで相応の処分が行われることに異論を唱える人は少ない
だろう。ただこの「相応」の程度が問題で、「規定に厳しく書いてあったしそれに署名した
のだから厳罰に処するのは当然だ」ということが許されるかどうかは微妙である。 
たとえば「自転車に二人乗りしたのは明確に道路交通法違反だから懲戒処分で退職とす
る」という処分はどう考えても重すぎるだろうし、そもそもそうした処分は妥当・適法な
のだろうか。重い懲戒処分が行われる際には，従業員の生活や人生に与える影響が大きい
こともあり，特に慎重を期さなければならないだろう。普通以下のような要件が必要とさ
れる。すなわち、その処分が就業規則への記載されており、懲戒事由と懲戒処分が
相当なものか考慮されており、公平性が確保され適正な手続きで、「懲戒委員会」
や「労使協議会」などの審議を定め、必ず本人に申し開きや弁明の機会が与えられること
なども必要であろう。要するに、規則にない,あるいは規定すべきではないことまで、恣意
的に適応されることによって、従業員の権利が不当に侵害されないことが肝要だと考える
筆者は考えるのである。こうしたことを無視して、「契約に同意したのだから文句は言わせ
ない」などというのはまともな経営体とはいえないだろう。 
 さて、こうした規定は「飲酒運転」に関してはどのように適用されているのだろうか。
筆者の一連の調査研究②③から、こうした処分規定がかなり広く、それも重く設定されて
いるのがわが国の企業や公的組織の実態であることは既に述べたとおりである。すなわち、
我が国では、事故などを起こさない飲酒運転だけでも、警察の摘発にあい、それが組織の
知るとろになれば、最も重いものでは懲戒解雇（退職金も支給されない）に処されるとい
う規定が少なくない。これは民間企業では規模の大きいところでその傾向が強く、また自
治体や国家機関のような公的組織で多くなっている。こうした事情を話し「あなたの国で
はどうなっていますか」と聞いたところ、英仏独豪や韓国、台湾などの研究者、法律家、
警察関係者は一様に驚きの反応を示した。職務時間中の違反ならまだしも、それ以外の自
由時間でもそうした処罰が行われることに大いに驚いていたが、実際こうした処分が行わ
れた場合でも、その対象者が黙って従っている、という点についてはより大きな驚きを隠
せないようだった。 
考えようによっては、それだけわが国では組織の名誉を傷つけないようにというコンセ
ンサスが従業員に徹底しているともいえ、それを一面的に非難するということ自体妥当な
ものではないのかも知れない。 
しかし本論に再度この問題を取り上げたのは、果たして処分された従業員の中に「不公
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平」が生じているのではないか、ということが気になったのである。それがこの点を取り
上げた問題式である。 
筆者は１０年ほど前に、（社）国際交通安全学会の力をかりて、民間の運輸企業と地方自
治体に対し、処分規定の実態を調査をした。その結果はすでに研究プロジェクト報告書③
にも紹介してある。結果を要約すると、民間でも公務でも実に厳しい処分規定が存在して
いた。 
この様な現実を知るとともに、被処分者が「私に対する処分は不当だ」ということを裁
判で争ったことはないのだろうかと気になっていた。そこの千葉大学法学部の松村義之名
誉教授に、公務員の処分を不服とした裁判例を調べてもらった。それによるとここ数年の
訴訟１６事例のうち１４事例が飲酒運転関係の処分取り消し請求事件だった。結果的にそ
の勝敗を見ると、処分不当と訴えた人が勝った事例が１３件、負けた事例が１件だった。 
一例を紹介しよう。 
 
《書 誌》 
提供 ＴＫＣ 
【文献番号】 ２５５００９５１ 
【文献種別】 判決／神戸地方裁判所（第一審） 
【裁判年月日】 平成２５年 １月２９日 
【事件番号】 平成２４年（行ウ）第４６号 
【事件名】 懲戒免職処分取消請求事件 
【著名事件名】 姫路市（消防職員・酒気帯び自損事故）事件 
【事案の概要】 原告は、被告（姫路市）職員である消防指令補として勤務していたところ、
酒気帯び運転をして自損事故を起こしたことを理由として、地方公務員法２
９条１項１号及び３号の規定に基づき、処分行政庁から懲戒免職処分を受
けたため、原告が、被告に対し、懲戒免職処分は社会通念上著しく過酷で
あり、裁量権の範囲を逸脱しこれを濫用したものであると主張して、その取
消しを求めた事案において、自損事故を惹起したにとどまる酒気帯び運転
に対し、懲戒免職処分で臨むことは、原告に不利な他の事情を考慮しても、
なお社会通念上著しく妥当性を欠き、裁量権を逸脱したものと評価するの
が相当であるとして、原告の主張を認容し、懲戒処分を取り消した事例。 
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【判示事項】 〔労働判例ジャーナル（労働開発研究会）〕 
  
  酒気帯び運転を重大な非違行為と受け止め，これに厳罰をもって対処
しようとした消防長の判断は，全く首肯できないわけではないが，懲戒
免職という処分は，公務員にとって著しい不名誉であるだけではなく，
直ちに職を失って収入が閉ざされ，退職金の全部又は一部を失うこと
になるなど当該公務員が被る有形・無形の損害は甚大であって，懲戒
免職処分を行う際には相応の慎重さが求められるといわなければなら
ないところ，当該労働者のように長期にわたりまじめに勤務実績を積
み上げ，一定の積極的評価も受けてきた者に対してはいっそう強く妥
当するというべきであり，自損事故を惹起したにとどまる本件酒気帯び
運転に対し，懲戒免職処分で臨むことは，なお社会通念上著しく妥当
性を欠き，裁量権を逸脱したものと評価するのが相当とされた例 
【要旨】 〔ＴＫＣ〕 
  
  昨今、社会全体の飲酒運転に対する非難の感情が高まっていると
ころであり、社会全体の奉仕者である地方公務員が、より高い規範
意識の下、厳に飲酒運転を慎まなければならないことは当然であ
り、最後の飲酒から３時間程度しか経過していなかったにもかかわ
らず、安易に酒気帯び運転に及んだ本件酒気帯び運転を重大な非
違行為と受け止め、これに厳罰をもって対処しようとした消防長の
判断は、全く首肯できないわけではないが、懲戒免職という処分に
よって当該公務員が被る有形・無形の損害は甚大であって、懲戒
免職処分を行う際には、処分権者の側にも相応の慎重さが求めら
れるといわなければならないところ、自損事故を惹起したにとどま
る本件酒気帯び運転に対し、懲戒免職処分で臨むことは、なお社
会通念上著しく妥当性を欠き、裁量権を逸脱したものと評価するの
が相当というべきであり、本件処分は違法なものというべきである。 
【裁判結果】 認容 
【上訴等】 確定 
【裁判官】 工藤涼二 末永雅之 今野智紀 
【掲載文献】 労働判例１０７０号５８頁 
【評釈等所在情報】 〔日本評論社〕 
                                   ＴＫＣ法律情報データベースより  
 
以上が 1 例である。他の 12 例も、教員が多いのが目立っているが、いずれも「裁量権を
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損なう」として、自治体側が負けている。 
さて、ここでさらに考えておかねばならないことは、このようにして訴訟になった例は
むしろ少ないのではないか、という気がすることである。処分されても、「恐れ入って引き
下がった」人が少なからずあったのではないか。 
筆者は何も個々の事例の法的妥当性を事細かに論じるつもりはないし、またその知識も
ない。ただ言えることは、こうした判例があったという事実を知っていれば、被処分者は
訴え出たかも知れない。事情を知った人と知らない人の間にこれほどの差が出てしまうの
は「不公平」ではないだろうか。特に 50 代にもなって、職も退職金（わが国では賃金の後
払いといわれるほど額が大きい）も失った人の人生を思うと益々不公平だという思いが募
るのである。 
他方、民間であれ公的組織であれ、こうした事件が発生し、処分規定がある以上適応し
なければならなくなった担当者の思いは複雑だろう。ましてや思い切って「馬謖を斬った」
後で訴訟となり、処分は妥当性を欠き裁量権を逸脱した違法処分だ、といわれるのは大い
に心外だろう。もちろん飲酒運転さえなければ困ることはないのだが、後で見るようにそ
うした事態は起こっているのだから。 
 
６年後の調査－不可解な調査結果－ 
上に述べた疑問や問題意識から、約６年ほどたった現在の時点での変化を負追うと、ほ
ぼ前回と同じサンプル抽出方法で、かつ同じ質問票を用いてアンケート調査を行った。前
回調査は 10 万人未満の自治体名簿から 500 サンプルを抽出し、55.0％の回収を得た。今回
は同じサンプル原簿から 250 自治体を抽出、56.1％％の回答を得た。この回収の高さこそ、
この問題に対する自治体の関心が如何に高いのかを物語っているだろう。 
（図表１）（図表２）は今回と前回の結果である。ここで注意しなければならないのは、
前回では処分を複数回答で答えるものは極めて少なかった。単問選択を求めたので当然と
いえば当然だった。そこで集計の段階で、複数あるものは重い処分の方にも寄せて集計し
た。ところが今回調査では同じ単問選択を求めたのに、敢えて複数回答を行った自治体の
数がかなり増えてしまった。そのため今回の集計方法としては、複数回答があるものには、
最も軽いものから重いものまで「軽いものから重いものまでケースによる」という選択肢
を後から新設して集計した。従って、厳密には２時点の比較は出来ないことになる。 
それを知りながらも両者を比べてみよう。今回調査では「解雇（退職金を払わない）」と
いう重い処分は、大分減ったように見える。しかし「ケースによる」と答えた自治体の大
半が「解雇（退職を払わず）」まで○が付いていた。従ってこの 2 つを合せた数字は前回調
査の数値にかなり近いと言えるだろう。また、「処分規定を決めていない」と答えた自治体
が、前回より１０％程も多くなっている。前回と同じサンプリングをしているのだから、
結果がこれほど違うのは理解しがたいところである。 
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（図表１）今回調査（2014 年 1 月）飲酒事案ごとの処分 
 
           サンプル数 142 票（回収率５６．１％） 
 
 
（図表２）前回調査（2009 年 1 月）飲酒事案ごとの処分 
 
                  回収サンプル数 275 票（回収率５５％） 
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こうしたことを勘案すると、今回調査では自治体が処分規定を「曖昧に答えている」の
ではないかと推測せざるを得ない。こうした不可解で「曖昧な」回答になった背景には、
今回調査の「お願い文」に、「各地で処分が不当だという訴えがあり、実際「処分不当」と
いう判決が出ています」と書いたのが回答者への圧力となったのかも知れない。もっとも
「この数年で処分規定分規定が軽くなったか」と聞いたところ「全くそのような例はない」
と答えた自治体がほとんどだった。それ故今回の回答の解釈にはいささか難しいものがあ
る。「考えてみれば処罰規定も設けていなかった」という自治体が出てきたところをみると、
これら矛盾した回答自体にこそ自治体当事者の悩みが出ていると解釈してもいいのではな
いだろうか。  
そうしたことを勘案すると、どう見ても今回調査では、処分規定の範囲や存在そのもの
に対して、霞かカモフラージュがかかったとしか考えられないのである。 
なお他に行ったいくつかの設問を要約すると、当該自治体では処分規定が軽くなったこ
とはないと断言しており、その処分が重すぎて担当者が悩んでいることもほとんど無い。
従って処分の重さは今のままでいいか、むしろ軽すぎると考えている。なお飲酒運転発覚
の事案はいくつかあるが、それが裁判沙汰になったことは全くない、というものである。 
さてこうはいっても、筆者は自治体担当者の回答がブレたこと自体を問題にしたいわけ
ではない。むしろ問題にされるべきなのは、こうした処分を下されても、裁判沙汰にはせ
ず黙って退職していった人のことである。それも過度の飲酒で人身事故を起こした人なら
処分されても仕方ないが、軽度の飲酒が取り締まりで発覚したり、軽度の物損事故を起こ
しただけで、「処分規定があり、それに同意しているのだから」といわれて退職金までもら
えずに辞めていった人のことを思っているのである。中には雇用と退職金まで失うことを
恐れて、ひき逃げや当て逃げといったより凶悪な犯罪者を作っているのではないかとも懸
念しているのである。いずれのケースに該当する人が、どれくらいいるのかは定かではな
いが、法律上の罰則ならまだしも、経営体の内部処分によってあまりに重い処分が行われ
ているのではないか、そしてそれはあまりに不公平なのではないかと筆者は考えるのであ
る。他方、組織内にそうした重い処分規定があり、飲酒運転や事故が発覚したため、「涙を
のんで馬謖を斬った」担当者の心情はどうなっているのだろうかと忖度するのである。 
こういうことを書くと必ず「おまえは飲酒運転を肯定するのか」と非難される。いうま
でもないことだが、筆者は飲酒運転撲滅に全く異論はない。道路交通法上の処罰に特に異
を唱える者でもない。がしかし、こうした正論のもとに、法律で決められた罰則以上の処
分が組織内で行われていることには、どうしても納得がいかないのである。 
 
２ 自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律④（自動車運転死傷
行為処罰法）について 
2014年 12月に「自動車運転死傷行為処罰法」が成立した。立法の直接のきっかけは、実
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際に起こった事件によって被害者やマスコミなどによる要望がひろがったものであった。 
具体的には、平成 23 年 4 月 18 日に栃木県鹿沼市で発生した、てんかん患者の運転する
クレ－ン車が小学生の列に突っ込み 6 人が死亡した事故や、平成 24 年 4 月 12 日に京都市
祇園で発生した運転者の疾病（てんかん）が関係したと疑われる暴走事故、平成 24年 4月
23 日に京都府亀岡市で発生した無免許・居眠り運転者が、登校中の児童と引率の保護者の
列に突っ込み、10人が死傷した事故などにより、法改正の要望が高まったものである。 
今回の法律改正の全体像を見ると、これまでの「危険運転致死傷罪」や「過失運転致死
傷罪」などの法規を包括して一つの体系に纏めている。そもそも先の「危険運転致死傷罪」
の適用が、現実問題としてはなか難しいという検察側の反省があり、法整備が行われたと
もいえる。従って、その後に起こった凶悪事件－一方方通行逆走、脱法ハーブ、無免許者
の暴走などによる重大事故など－への対応として、それらは事故が起これば重大な結果を
引き起こすことが分かっていながらそうしたという「故意」犯であることとし、危険運転
致死傷罪よりはやや軽い刑罰を与えやすくしたともいわれている。こうしたことを見ると、
検察は単純に「厳罰化」の道を進めているというより、生起した重大事故の処罰に甘いと
いう被害者やマスコミの主張に、よく言えばアドホック（ad hoc）に、悪くいえばその場
凌ぎ、いわゆる「鉄の四重奏」⑤に答えているといえなくもない。 
筆者はこうしてことにも関心がないわけではないが、今回の法改正で最も大きな争点と
なっている点についてはかなり強い問題意識を待っている。それは「アルコ－ルや薬物の
影響により正常な運転に支障が生じるおそれがある状態」で起こった死傷事故や「自動車
の運転に支障を及ぼすおそれがある病気の影響で正常な運転が困難な状態」で起こった死
傷事故については、新たに危険運転致死傷罪が適用され、死亡事故の場合は 15年以下の懲
役、傷害事故の場合は 12年以下の懲役となった点である。 
後者の「病気の影響」という部分が、先に示したテンカン等の病気によって支障事故が
起きたことを指しており、その「病気」とは具体的には「今後政令で定める」ことになっ
ている。また政令で定める「自動車の運転に支障を及ぼすおそれがある病気」とは、「道
路交通法において運転免許の欠格事由の対象とされている一定の病気等を参考とし、その
症状に注目して、自動車の運転に支障を及ぼすおそれがあるものに限定される」としてい
る。そうした限定の下で、15－13年の懲役刑を課すことが可能になる法律なのである。 
今回の法改正における最大の問題点が、これらの「薬物」と「病気」が何であるかだ。
ことの成り行きから見て、テンカンがこの病気に含まれることは想像に難くはないが,場合
によってはその適用範囲が際限なく広がってしまう危険性すら無いわけでない。日本弁護
士連合会⑥などは、今回の法改正の問題点を細部にいたるまで批判している。筆者はその
全てを支持するわけでないが、本論との関連でその一部の要旨を紹介しておきたい。 
１ 飲酒運転致死傷罪の適応が実際には難しいからといって、過失致死傷罪の内から軽
度の飲酒運転や病気などによる事故も故意であるとするのは安易な重罰化である。 
49 
 
 
 
２ 「薬物」の定義が曖昧で、花粉症等の薬を服用して眠気が生じた場合も、知ってい
て運転し居眠り事故を起こした場合にこの法を適用するのは問題である。 
３ テンカンや統合失調症、再発性の失神･無自覚性の低血糖症（恐らく糖尿病による症
状）、躁鬱病や重度の睡眠障害（睡眠時無呼吸症候群）など,今回の法案の対象と想定
されている病気については、病名による差別の疑いが無いとは言えず、さらにはそう
した患者が事故を起こす確率が本当に高いのかどうかを調べないと健常者との差別に
つながりかねない。 
さて、筆者もまず問題だと感じているのは、「薬物」の定義である。それが覚醒剤など
の禁止薬物やいわゆる「脱法ハーブ」といった明らかに運転に支障を来すと思われる薬物
なら異論はないのだが、「眠気を誘う薬」もそれに含まれるとなれば一大事だろう。高血
圧の抑圧剤や鎮痛剤や風邪薬に含まれる成分も大いに眠気を誘うだろう。もしこうした薬
を服用して眠くなることが分かっていて―いや恐らく誰でも知っているだろう―事故を起
こしたケースに知っていたから「故意」であると今回の法律を適用するとすればあまりに
拡大解釈であろう。そうした筆者の懸念を杞憂だとか、思い込みだとかいわれることは不
本である。層ではなくて曖昧なまま立法して、後で解釈するというのでは、恣意的適用が
行われる危険性があると言っているのである。なお、立法者の意見を漏れ聞いたところで
は「一般の薬にまで適用することはまずないでしょう」としているようだが、ことは法律
であるのだから、「無いでしょう」では済まされないだろう。重大事故が引き起こされた
ときに世論等の怒りに動かされて「知っていたのだから故意だった」と後付けするのでは
法律の正統性が失われるのではないだろうか。こうしたことの判定には「訴訟の機会があ
る」と反論されるかも知れないが、金銭と「専門家」の「独」壇場になり、不公平がまか
り通るアメリカ合衆国のような訴訟社会となれば、法の下での平等性を損ね兼ねない。 
また「薬物」だけでなく、「正常な運転に支障を来す病気」の定義についてもあまりに
曖昧である。たとえば心臓病や脳溢血等の潜在的患者はどうなるのか。いわゆる「睡眠時
無呼吸症候群」の人が居眠りをして事故を起こした場合はどうなのか。それらの場合いず
れも疾病を知っていて運転すれば「故意」と見なされ、この法律による処罰に加えられる
のだろうか。 
法案では、以上のような点に関して専門的な知見が必要なため、「今後別途政令で定め
る」とされている。こうした点についても筆者は疑問に感じる。法案の適用範囲という最
も重要な部分を曖昧にして、政令の制定などにそれを代えるのでは、立法の意義が失われ
かねない。なお、この時期には「国家秘密に係るスパイ行為等の防止に関する法律」（国家
機密報）というもう一つの立法が行われており、何を国家機密とするかは「政令で定める」
とされている。「政令」は、立派な立法手段ではあるが、往々にしてそれは「専門家」とい
う危険な勢力に力を与えすぎる。原発事故を見た老いたる哲学者のＵ．ハーバーマスも「専
門家」支配への警告を発しているところである。 
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以上、自動車運転死傷行為処罰法について、いささか「懐疑的すぎる」といわれても仕
方ない指摘を行って来たが、この問題は日々降圧剤を飲んでいる中高齢者や風邪や花粉症
の薬を服用する人、つまりは普通の人にとっても他人事ではないと主張したかったからで
ある。 
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